第４章　将来推計
第１節　将来推計の方法
　　平成32年度における産業廃棄物等の発生量は、平成26年度の排出・処理状況に関する実態調査により得られた業種別・種類別の発生原単位に、表4-1-1に示す活動量指標を乗じて推計した。

　　将来発生量 ＝ （発生原単位） × （活動量指標の将来推計値）

なお、農業については現状のまま推移するとし、上水道業、下水道業は事業者において想定されている将来排出量を用いた。

１．活動量指標

建設業の活動量指標値は、過去10年間の元請完成工事高の推移を踏まえて設定した。製造業の活動量指標値は、現行の産業分類へ変更となった平成20年度以降の製造品出荷額等の推移を踏まえて産業中分類別に設定した。鉱業などの活動量指標値は、平成18年度の事業所企業統計調査、平成21・26年度の経済センサス基礎調査、平成24年度の経済センサス活動調査（調査間年度は補完）の従業者数の推移を踏まえて産業中分類別に設定した。また、病院の活動量指標は、過去10年間の病床数の推移を踏まえて設定した。
２．処理状況

　　産業廃棄物の処理方法や中間処理における残さ率等は、平成26年度と同一として再生利用量、減量化量、最終処分量を算出した。

表４－４－１　将来推計に用いた活動量指標

	業種
	活動量指標
	平成27年度

活動量指標の伸び率

（平成26年度を1.00とする）
	平成32年度

活動量指標の伸び率

（平成26年度を1.00とする）

	農業
	指標設定せず
	1.00（現状のまま推移）
	1.00（現状のまま推移）

	鉱業
	従業者数
	1.04
	1.00

	建設業
	元請完成工事高
	1.00
	1.02

	製造業
	製造品出荷額（中分類）
	全体として1.00
	全体として1.02

	電気・水道業
	従業者数

※上水道業、下水道業は、事業者が想定している将来排出量を使用
	電気：0.98、

ガス：1.00、

熱供給：0.89
	電気：0.97、

ガス：1.03、

熱供給：0.65

	情報通信業
	従業者数

※医療・福祉のうち、病院については「病床数」
	全体として0.99
	全体として0.94

	運輸業・郵便業
	
	全体として1.07
	全体として1.10

	卸売業・小売業
	
	全体として0.98
	全体として0.97

	物品賃貸業
	
	0.98
	1.01

	学術研究・専門業
	
	全体として1.01
	全体として1.04

	宿泊業・飲食業
	
	1.03
	1.04


	生活関連業
	
	1.00
	0.94

	教育・学習業
	
	0.96
	0.99

	医療・福祉
	
	病院を除く0.97
※病院は1.00
	病院を除く1.04
※病院は0.99

	サービス業
	
	0.98
	0.89


第２節　排出量の将来推計値
　　排出量の推計結果は図4-2-1、図4-2-2及び表4-2-1、表4-2-2に示す。平成26年度の排出量1,518万トンに対して、平成32年度の排出量は1,531万トン（平成26年度比1.01倍、増加量13万トン）と推計された。
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図４－２－１　排出量の将来推計値（業種別）

表４－２－１　排出量の将来推計値（業種別）

[image: image2.emf]（単位：万ｔ/年）

構成比 対26年比 構成比 対26年比 構成比 対26年比 構成比 対26年比

1,450 100% 0.96 1,518 100% 1.00 1,515 100% 1.00 1,531 100% 1.01

7 0% 1.25 5 0% 1.00 5 0% 1.00 5 0% 1.00

1 0% 0.58 2 0% 1.00 2 0% 1.04 2 0% 1.00

401 28% 1.02 393 26% 1.00 395 26% 1.00 402 26% 1.02

231 16% 0.91 253 17% 1.00 253 17% 1.00 252 16% 0.99

790 54% 0.94 841 55% 1.00 836 55% 0.99 848 55% 1.01

0 0% 0.99 0 0% 1.00 0 0% 0.90 0 0% 0.78

3 0% 0.80 4 0% 1.00 4 0% 1.07 4 0% 1.10

4 0% 0.83 5 0% 1.00 5 0% 0.97 5 0% 0.94

- - - 1 0% 1.00 1 0% 0.98 1 0% 1.01

1 0% 1.27 1 0% 1.00 1 0% 1.03 1 0% 1.05

4 0% 0.94 4 0% 1.00 5 0% 1.03 5 0% 1.04

2 0% 1.64 1 0% 1.00 1 0% 1.00 1 0% 0.94

1 0% 0.67 1 0% 1.00 1 0% 0.96 1 0% 0.99

4 0% 0.87 5 0% 1.00 5 0% 0.99 5 0% 1.00

1 0% 1.10 1 0% 1.00 1 0% 0.98 1 0% 0.89

※万トン単位で四捨五入しているため、内訳の計が合計と一致しないことがある。
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図４－２－２　排出量の将来推計値（種類別）

表４－２－２　排出量の将来推計値（種類別）

[image: image4.emf]（単位：万ｔ/年）

構成比 対26年比 構成比 対26年比 構成比 対26年比 構成比 対26年比

1,450 100% 0.96 1,518 100% 1.00 1,515 100% 1.00 1,531 100% 1.01

2 0% 11.43 0 0% 1.00 0 0% 0.99 0 0% 0.98

986 68% 0.95 1,041 69% 1.00 1,037 68% 1.00 1,046 68% 1.01

17 1% 1.21 14 1% 1.00 14 1% 1.01 14 1% 1.01

17 1% 1.08 16 1% 1.00 16 1% 1.02 16 1% 1.01

10 1% 0.80 12 1% 1.00 12 1% 1.02 12 1% 1.00

20 1% 0.82 24 2% 1.00 24 2% 1.00 24 2% 0.99

3 0% 0.55 5 0% 1.00 5 0% 0.97 5 0% 0.89

14 1% 0.69 20 1% 1.00 20 1% 1.00 20 1% 1.01

0 0% 0.77 0 0% 1.00 0 0% 0.94 0 0% 0.85

5 0% 0.73 8 0% 1.00 8 1% 1.01 8 1% 1.05

0 0% 1.32 0 0% 1.00 0 0% 0.00 0 0% 0.00

23 2% 0.55 42 3% 1.00 41 3% 0.99 43 3% 1.02

12 1% 0.87 13 1% 1.00 13 1% 1.01 13 1% 1.01

32 2% 1.20 27 2% 1.00 26 2% 0.98 28 2% 1.03

272 19% 1.08 252 17% 1.00 253 17% 1.00 258 17% 1.02

7 0% 1.24 5 0% 1.00 5 0% 1.00 5 0% 1.00

0 0% 0.93 0 0% 1.00 0 0% 1.00 0 0% 1.00

6 0% 0.76 7 0% 1.00 7 0% 1.00 7 0% 1.00

23 2% 0.81 28 2% 1.00 28 2% 1.00 28 2% 1.02

2 0% 0.85 3 0% 1.00 3 0% 0.99 3 0% 1.00

0 0% 1.81 0 0% 1.00 0 0% 1.00 0 0% 1.02

※万トン単位で四捨五入しているため、内訳の計が合計と一致しないことがある。

廃アルカリ

廃プラスチック類

　　　　　　　　　　　　年度

種類

平成22年度（前回調査） 平成26年度（今回調査） 平成32年度（将来推計値）

動物の死体

ばいじん

合計

燃え殻
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廃油
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金属くず

ゴムくず

動植物性残さ

ガラスくず等

鉱さい

がれき類

動物のふん尿

平成27年度（将来推計値）

混合廃棄物

感染性廃棄物

廃石綿等

紙くず

木くず

繊維くず


第３節　処理状況の将来推計値

排出量に対する再生利用量、減量化量及び最終処分量の推計結果を図4-3-1及び表4-3-1に示す。

再生利用率は平成26年度の31.8％から平成32年度は32.1％へ0.3ポイント増加した。減量化率は、平成26年度の65.7％から平成32年度は65.4％へ0.3ポイント減少した。最終処分率は、平成26年度の2.5％から増減はなかった。
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図４－３－１　再生利用率・減量化率・最終処分率の将来推計値
表４－３－１　排出量に対する処理量の将来推計値

[image: image6.emf]（単位：万ｔ/年）

構成比 対26年比 構成比 対26年比 構成比 対26年比 構成比 対26年比

1,450 100% 0.96 1,518 100% 1.00 1,515 100% 1.00 1,531 100% 1.01

457 32% 0.95 482 32% 1.00 483 32% 1.00 491 32% 1.02

946 65% 0.95 997 66% 1.00 994 66% 1.00 1,002 65% 1.00

47 3% 1.24 38 3% 1.00 38 3% 1.00 39 3% 1.01

※万トン単位で四捨五入しているため、内訳の計が合計と一致しないことがある。

平成32年度（将来推計値）

合計

平成27年度（将来推計値）

減量化量

最終処分量

　　　　　　　　　　　　年度

処理区分

平成22年度（前回調査） 平成26年度（今回調査）

再生利用量


第４節　減量化対策の効果に関する推計

再生利用の進展等による対策の効果を推計した。

第２節及び第３節に示した排出及び処理量に関する将来推計値を基礎として、表4-4-1に示す産業廃棄物の再生利用率等を推計条件として与え、平成32年度における排出量、再生利用量及び最終処分量等を推計した結果を表4-4-2に示す。
表４－４－１　対策の効果に関する推計条件

[image: image7.emf]対象 再生利用率等

再生利用に関する推計条件等 建設混合廃棄物 建設混合廃棄物排出率※1を3.5%に抑制

事業系一般廃棄物に混入している産

業廃棄物の加算

プラスチック類

平成28年度から平成32年度までの５年間で、事業

系一般廃棄物に混入しているプラスチック類の

15％、30％、45％、60％が産業廃棄物として排出

されるとして加算

※１：建設混合廃棄物排出率＝混合廃棄物排出量÷建設廃棄物総排出量


表４－４－２　排出量に対する処理量の将来推計値
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排出量

1,531万ﾄﾝ 1,534万ﾄﾝ 1,537万ﾄﾝ 1,539万ﾄﾝ 1,542万ﾄﾝ

再生利用量

491万ﾄﾝ 494万ﾄﾝ 496万ﾄﾝ 498万ﾄﾝ 500万ﾄﾝ

再生利用率

32.1% 32.2% 32.3% 32.4% 32.4%

中間処理による減量

1,002万ﾄﾝ 1,003万ﾄﾝ 1,004万ﾄﾝ 1,004万ﾄﾝ 1,005万ﾄﾝ

最終処分量

38.4万ﾄﾝ 36.8万ﾄﾝ 36.9万ﾄﾝ 37.1万ﾄﾝ 37.2万ﾄﾝ

※１：建設混合廃棄物発生抑制対策の見込みは、建設リサイクル推進計画（国土交通省）における平成30年度目標

　　　値（建設混合廃棄物排出率を3.5％に抑制）に基づき推計

※２：事業系一般廃棄物に混入しているプラスチック類の15％、30％、45％、60％が産業廃棄物として排出されるケー

　　　スでそれぞれ推計（事業系一般廃棄物への混入削減対策による産業廃棄物の排出量等の増加）

区　分

単純将来

平成32年度推計

建設混合廃棄物の発生抑制

※1

及び事業系一般廃棄物への産業

廃棄物の混入削減

※２

の対策を見込んだ場合の推計値
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